
２ ． 改正後の『 人材確保等促進税制』

改正後は、 国内設備投資要件を撤廃した上

で、 人材育成への投資特典としての教育訓練

費の上乗せはそのままに、 新卒・ 中途採用に

よる外部人材の獲得をメインとした『 人材確

保等促進税制』 へと生まれ変わります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

１ ． 従来の『 所得拡大促進税制』

中小企業者等が適

用できる『 所得拡大

促進税制』 は、 『 賃

上げ税制』 とは異な

り“ 賃上げ” の要件のみですが、 右上のよう

に2つあります。

これらの要件をすべて満たした場合の税額

控除は、 全体の賃上げ（ 増加額） がベースで

す。 また、 『 賃上げ税制』 と同様、 上乗せ措

置はありますが、 この場合の要件は『 賃上げ

税制』 と異なり、 教育訓練費の増加以外にも
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中小企業向けの 『所得拡大促進税制』

要件があります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

２ ． 改正後の『 所得拡大促進税制』

改正により簡素化され、 賃上げ要件として

求められる値は“ 全体” のみとされました。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

いずれの改正も、 令和3年4月1日以降開始

事業年度（ 個人（ 所得税） は令和4年分） か

ら適用開始となります。

 継続雇⽤者の賃上げ
要件

 全体の賃上げ要件

(※) 経済産業省HP「 令和3年度 経済産業関係 税制改正について」 https: //www. meti . go. j p/mai n/yosan/yosan_fy2021/pdf/zei sei . pdf
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インボイス制度　免税事業者の取引、独占禁止法等

(1)Aへの影響
Bが一般消費者や免税事業者または簡易課税制度適用事業者である場合

Bが課税事業者（原則課税）の場合

(2)独占禁止法の考え方

【コラム】ウクライナの支援と寄付金控除

 免税事業者に対し、課税事業者になるよう要請すること自体は独占禁止法上問題にはなりませ
ん。しかし「課税事業者にならない場合は取引価格を引き下げる」、「それに応じなければ取引を
打ち切ることにする」などと一方的に通告することや、要請に当たっての価格交渉に応じないと
いったことは、独占禁止法や下請法上、問題となるおそれがあります。
 取引先である免税事業者と取引価格等を再交渉する場合は、十分に協議を行い、仕入側の都合の
みで低い価格を設定するといったことがないように留意する必要があります。
 しかし、取引先への影響に配慮して経過措置が設けられており、免税事業者からの仕入について
も制度実施後3年間は消費税相当額の8割、その後、3年間は5割を仕入税額控除が可能です。

インボイスを発行しないと仕入税額控除ができないため、取引を見直される可能性（課税事業
者への転換要請、取引価格の引き下げ、取引の打ち切り等）

 ロシアのウクライナ侵攻を受け、在日ウクライナ大使館が2月25日に寄附の専用口座を開設するやいなや、
15万人以上から寄附金が集まり、3月7日時点で約40億円に達しました。その他団体でも寄附を募る動きがある
なか、ウクライナへの寄附で寄附金の控除が受けられるか否かは、寄附した団体先で異なります。
 個人の所得税においては、ウクライナへの寄付団体の一つである日本赤十字社の場合、同団体が特定公益増進
法人に該当することから、控除の対象となります。一方で、冒頭の在日ウクライナ大使館への寄付の場合、所得
税法で規定する”国”に諸外国は含まれず、最終的な寄付先が国外に当たることから、控除の対象外となります。
 また法人の場合、特定公益増進法人への寄付については一般の寄附金とは別枠で寄附金の額の合計額と特別損
金算入限度額とのいずれか少ない金額の範囲内で損金算入を行います。一方で在日ウクライナ大使館への寄付の
場合、一般の寄附金としての取扱いとなり、損金算入限度額の範囲内で損金算入します。

 インボイスの保存を必要としないため、取引の影響は生じません。

 次のような取引関係において、(1)免税事業者であるAが適格請求書発行事業者とならず引き続き免税
事業者を選択する場合の印模いつ制度下での影響と、(2)そのような事業者に対して課税事業者への転換
を求める際の独占禁止法や下請法の考え方を紹介いたします。

売手 買手

免税事業者
A B

課税資産の譲渡等


